



Uber die verfahrensrechtlichen Probleme der Umweltver-























































































に各州に普及し 7 2002年に連邦自然保護法 (Bundesnaturschutzgesetz[以下 BNatSchGと略
す])の 61条改正によって，環境団体訴訟が連邦でも導入された。この背景には，オーフス条約
の影響と環境保護団体の実績への評価が大きかったとされている九




7 州法レベルでの環境団体訴訟とその判例を網羅ーしたものとして，以下の火:ili~ を参m\o V gl.Alexander Schmidt 


















位置づけることができょう 12。これは， ドイツの環境法の原則である協調原則 (Kooperation-
sprinzip) 13の表れと解されている 14。
























































































22 大久保規子「環境団体訴訟の新動向」環境と公害34巻4号 (2005年)25頁では， 2002年の法改正以後，す
べての州と連邦で団体訴訟が導入されたことにより，団体訴訟が定着していることを指摘している。
23 Vgl. MにhaelKlopefer， Umweltrecht， 3.Aufl.， 2∞4，3.596丘































25 V gl.Klopefer， a.a.O.， S.597. 
26 V gl.Klopefer，a.a.O. S.595 























ドイツでの消費者団体訴訟制度は， 1886年の不正競争克服法 (Gesetzzur Bekampfung des 
unlauteren Wettbewrebs) により，営業利益促進団体に競争違反の差止めの提訴権が事業者と
営業利益促進団体に付与されたことに始まる。この法律は，不正競争防止法 (Gesetzgegen den 




29 V gl.Leo Rosenberg/Karl H. Schwab/Peter Gottwald， Zivilprozessrecht. 17目Aufl..201O，S.234任ベーター・ゴ‘ツ
トバルト(森勇訳)rドイツにおける集団的権利保護制度の構築J比較法雑誌42巻I号 (2008年)71頁以下
も参照。なお，ヨーロッパ全体における集合的権利保護については， V gl.Stefan Einhaus， Koll巴ktiverrechtss-
chtz im englischen und deutschen Zivilprozessrecht. 2008. Alexander Bruns， Einheitlicher kollektiver 
rechtsschutz in Europa? ZZP125 (2012)， S.399丘
30 集団訴訟には，アメリカのクラスアクション的機能を付加して考えるものもある。 Vgl. Peter Gottwald， Class 




れた 31。この消費者団体訴訟制度は. 1976年の普通取引約款規制法 (Gesetzzur Regelung des 

































































































39 上原敏夫『団体訴訟・クラスアクションの研究J(商事法務， 2∞l 年)34 fi参照
40 諸説の分類につき.上原・前掲書(注39)34頁以下を参考にした。
41 Vgl.Walther]. Habscheid， Das Prozesfuhrungrecht der Verbande zur Ford巴runggewerblicher Interessen， 

























42 Vgl.Hans Gunther Brock， Die Erstreckung der Klagebefugnis aus 913 UWG auf Verbraucherverband巴，
WRP 1964. S.217f. 
43 Vgl.Wolfram Henckel. Parteilehre und Streigegenstand im Zivilprozes. 1961. S.84; Manfred Wolf. Die Klage-
befugnis der Verbande. 1971. S.20. 
44 V gl.Reinhard Greger，V erbandsklage und Prozessrechtsdogmatik. ZZP1l3 (2000). S.403f. 
45 V gl.Rosenberg/Schwerb/Gottwald. a.a.O目. S.237ff.;Hanns Prutting/Markus Gehrlein. ZPO Kommentar. 
5目Aufl.2013.S.24. 
46 Vgl.Waltuer Hadding. Die Klagebefugnis der Mitbewerber und der V巴rbandenach 9 13 Abs.l UWG in Sys-
tem des Zivilprozesrechts. JZ 1970. S.309ff. 
47 上原・前掲寄(注39)40頁参照
48 V gl.Rolf Knieper. Motivunabhangige Klagebefugnis der Verbraucherverbande gemaβ913Ia UWG. 































50 VgI.Wolf. a.a.O. S.lOff. 
51 BGHZ133.316 
52 V gI.Reinhard Gerger. N]W2000. S.2457 
53 V gI.Christian Alexander. Kollektiver Rechtsschutz im Zivilrecht und Zivilprozessrecht. ] uS 2009. 
S.593.;Wolfgang Kruger/Tomas Rauscher. Munchener Kommentar zur Zivilprozessordnung. 4.AufI. 
2013，S.402.;Burkhard Hess. Zivilprozessrecht， 30.Aufl.， 2011. S.85.:Friedrich Stein/Martin ]onas， Kommentar 
































日 Vgl.WalterF. Lindacher， Zur Sonderprozessrechtsnatur -der lauterkeitsrechtlichen Verbands-und Konkur-
renzklage sowie der Verbandsklage nach dem AGB-Gesetz， ZZP103 (1990)， S.405丘
56 V gl.Greger， a.a.O.， S.409f. 

































59 V gl.Wilhelm 1. Pastor， Der W巴ttbewerbsprozeβ，2.Aufl. ，1973， S.421f. 
ωVgl.Wolf， a.a.O.， S.26ff 
61 V gl.Knieper， a.a.O.， S.2254. 







































































































76 例えば，上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司=谷口安平編『講座民事訴訟 (2)j(弘文堂， 1984年)
273頁以下等を参照。
































79 山本和彦「環境団体訴訟の可能性」高田裕成ほか編『企業紛争と民引手続法理論j (尚 ~jf.法務， 2005年)201 
頁では，民事での環境団体訴訟について，地域的な団体でかつW:境問旭発生後に車i'Ji比された|到休による提訴が
多いという点を指摘している。
































81 例えば，行政訴訟検討会の「最終まとめJ(平成 16年10月)の時点で 既に環境団体訴訟の論点整理は済ん
でおり，その導入の必要性を論じている。
82 拙稿・前掲(注2)341真参照
83 環境における手続参加については，大久保規子「市民参加と環境法」大塚直=北村喜宣編『環境法学の挑戦』
(日本評論社， 2002年)93頁以下参照。
84 越智・前掲(注80)175頁
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は，複数の提訴に対して一つでも勝訴すれば行為を差止めができるのに対・し.被告は，個別の行
為を守るためにすべての提訴に対し，勝訴をしなければならないということであり，原告と被告
の対等性を欠くことになるからである 85。そうなると，被告の保護の見地から確定判決後の提訴
制限は必要ともいえるが 環境訴訟は.事情が変更されることが大いにありうることに留意する
必要がある。その場合に 消費者団体訴訟での議論でもあった「新事由」をもって拘束力を制限
する考え方が参考になる叱
環境団体訴訟においては.そもそも，団体の構成員の中に法的保護を必要としている者が含ま
れていない場合は，訴訟の濫用であるために既判力で制限するということが根本的な発想として
ある。そうでない限り，各地で多くの訴訟が提起され，同様に審理が行われ，更にその判決が矛
盾するという問題が発生してしまうからだ。
しかし消費者団体のような適格団体の限定だけでは，地域住民による訴訟のような問題の解
決には至らないし，既判力ではその後の社会状況の変化にも対応できなくなることから，既判力
による制限をそのまま維持することにも疑問があるといえる。
そうなると，消費者保護のような，一般的利益という意味での「公益」と，環境保護のような，
私益の入り混じった公益と純粋な公益という意味での「公益Jがあることを前提に，それぞれを
念頭に置いた性質の異なる団体訴訟による例外を認める余地があるという点も指摘できょう。
(4)ありうべき環境団体訴訟に向けての手続法の観点、による基礎的考察を踏まえて
これまでドイツの環境団体訴訟 ドイツの消費者団体訴訟 日本の消費者団体訴訟を検討し
日本の環境団体訴訟としてどの点が問題となっているかを分析してきた。
まとめると，①まず， ドイツでは環境団体訴訟を行政手続と連動した形で認められており，原
告適格や訴訟の対象を絞り込むことで，濫訴を防止しているが，特別な手続として完結しており，
手続法の問題解決にも至っていなし、。そして そこで解決できない問題を民事的な訴訟のアプ
ローチに解決を求める主張が出てきている。②次に，民事訴訟として行われるドイツの消費者団
体訴訟は，機能は拡大しつつあるが，基本的には差止めに限定した形で，民事訴訟法理論の一般
的な原則を守りつつ訴訟が認められている。一方で、，損害賠償などの集団訴訟の手当はなく，残
された課題となっている。③そして， 日本の消費者団体訴訟は， ドイツを参考にして制度が構築
され，一定の範囲に絞って認められており，環境訴訟もしくは環境団体訴訟と類似する論点は積
み残されたままとなっている。④それらを踏まえると，環境団体訴訟と一括りにした議論をせず
85 山本・前掲(注79)203頁
86 ただし，環境訴訟における「新事由」をどのようにとらえるかという/Xについては，環境それ自体の変化等，
様々な要因が考えられ，それらをどういった証拠等をもってどこまでiほめていくべきか，吏なる検討が必要と
なろう。(追記.これについては. ;jlJi梢「環境における新たな知見の発凡と!呼世間IlのIJ能性」日本土地環境学
会誌20号 (2013年)7頁以下参照)
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に，環境団体の大小や環境団体に求められる予防訴訟と救済訴訟の違いに応じて，行政訴訟で対
応できるものと民事訴訟で対応できるものに分けるべきである。具体的には，環境団体訴訟の類
型を分けて考え， ドイツ環境団体訴訟が制度化されている行政訴訟での「事前予防」で対応すべ
きは予防訴訟であり，その主体は適格性をもった環境団体となる。一方，日本で議論されてきた
民事訴訟での団体訴訟は， r事後救済」等が必要である救済訴訟であり，その主体は小規模な団
体から訴訟手続上の煩雑さを回避するための団体までの広範なものとなる。こうした役割分担を
明確することで，想定しうる問題を絞り込むことができ，解決すべき手続法上の問題とその解決
手段も決まってこようぺ
本稿では，環境団体訴訟を民事訴訟で実現するために必要な論点を整理したが，各論点につき，
問題の提示をしたのみで、あった。それらの論点を乗り越えて 民事訴訟の分野で環境団体訴訟を
具体的にどういった方法で実現していくのかが残された課題である。特に救済訴訟において.問
題を端的に解決しうるものとしてアメリカ型のクラスアクション等の訴訟類型があることを指摘
しておきたい。
87 なお，付言として，こうした環境団体の大小を踏まえた議論がこれまでできなかった背景として，日本を代表
する環境団体がほとんどなかったという点も指摘しておきたい。ドイツで消費者団体訴訟が認められたのは，
消費者団体への期待ゆえであると評する見解があり(高田・前掲(注31)99頁参照)，法律問題以前の団体の
実態の問題として，消費者団体への信頼と期待が前提になろう。環境団体訴訟が可能となるために，できるだ
けの財政基盤，情報収集力，人材の確保などの強化が環境団体には必要である。環境団体訴訟は，正統性
の観点からも有用性が認められており(島村健「環境団体訴訟の正統性について」高木光ほか編『行政法学の
未来に向けて 阿部泰隆先生古希記念j(有斐閣， 2012年)503頁以下参照)，理論面でも実践面でも更なる分
析・発展が必要である。
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